
令和２年度浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業
（先導地域に対するモデル構築事業）　詳細資料

· 斜体の部分は削除して提出してください。
· 本頁の項目は１頁に収めてください。背景がクリーム色の箇所は一切変更しないでください。
· 繰り返しの表現や冗長な文章等を避け、わかりやすく端的に記載してください。ページ数に制限はございませんが、ページを増やす場合であっても、簡潔にわかりやすく書くように努めてください。
· 文字サイズは８ポイントとしてください。
	<事業名>
	令和２年度浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業（先導地域に対するモデル構築事業）

	<課題名>
	 ※全角40文字以内とすること（半角文字は２文字で１全角とする）

	<事業代表者>

※電話番号、E-mailｱﾄﾞﾚｽ等は半角英数字で記載してください
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	カンキョウ　マモル
環境　守
	yyyymmdd
	

	
	所属機関所在地
	〒

	
	電話番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	XX-XXXX-XXXX
	代表者：aaaaaaa@bb.cc.jp
（担当者：aaaaaa@bb.cc.jp, aaaaaa@bb.cc.jp）
※代表者以外に連絡が取れる者の連絡先を最大２つ記載すること。

	<事業実施場所>
＊名称及び所在地
	

	<事業実施体制・組織>　

	№
	構成機関名
（代表事業者を含む）
	各構成機関の分担業務
	各構成機関の
R2年度経費
	COOL CHOICEへの賛同登録
（組織）

	
1
2
3

	
※構成機関及び分担業務の上限は設定していないが、多すぎると事業代表者が責任をもって管理できなくなること、大型の事業資金が細分化され事業の実施に影響することになるので、事業課題の実施上欠かせない機関に限定すること。
	
※各欄の横幅は必要に応じて変更すること。（以下同様）


	  (千円)
※「経費」の記載欄では、補助の場合は補助金所要額（環境省から受ける補助額）を記載すること。


	（有or無）



	№
	分担業務の名称又は
要素技術名
	氏  名
	所属機関名・部局・役職名
	R2年度
経費
	R2年度
ｴﾌｫｰﾄ
	COOL CHOICEへの賛同登録（個人）

	
1
2
3

	

	

※事業代表者の氏名の左欄に◎印をつけること。

※ 各実施項目内を取りまとめる代表者には、氏名の左欄に○印をつけること。
	



	  (千円)

※経費は構成機関単位で記入すること。従事者ごとの経費の記入は不要。

	　(%)

※エフォート（本事業への専従率）は、各従事者が課題の実施に必要とする時間の配分であり、従事者の年間の全仕事時間（教育、医療活動等を含む）を100％とする。
	（有 or 無）

※下記のリンク先を参照すること。
https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/join.html



	<従事者実数>　　計    名
<構成機関数>　計    機関
	<令和２年度経費（税込）>                                合計　,　　　千円
<本課題に係る令和２年度経費総額（一般管理費を含む）>        合計　,　　　千円




	
※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜補助事業に係るモデル構築事業の概要・目的＞　

	(1)関連する国内外の状況及び動向等、本事業を提案するに至った背景について具体的かつ簡潔に記載すること。
(2)本事業の位置づけ等を明確にすることによって、①地域的意義（提案する地域における事業の実用性、発展性があるか）、②政策的意義（対策強化につながるか、対策コストの低減につながるか等、温暖化対策施策を推進する上での社会的・経済的・行政的な必要性が高いか）の観点から、提案する事業の必要性を明らかにすること。特に緊急に実施する必要がある場合は、根拠とともに我が国の政策目標やロードマップ等の客観的かつ具体的な理由を記載すること。
(3)上記の背景を踏まえ、本事業の概要、背景、目的、最終的な目標等について記載すること。

	＜補助事業に係るモデル構築事業の目標＞

	(1) 下記の表に、事業期間中に直接的に達成する目標（事業性、コスト、CO2削減効果等）について具体的に記載すること。また、課題全体の目的と各要素項目の目標の関係をわかりやすく説明すること。

	最終目標
	現在の状況
	令和２年度の目標
	令和２年度の実施内容

	【全体目標】
事業期間全体での、本事業全体の目標について、具体的かつ定量的に記載すること。
	
本事業全体の応募時の準備状況について、具体的かつ定量的に記載すること。
	
本事業全体としての令和２年度の目標について、具体的かつ定量的に記載すること。
	
事業期間全体及び令和２年度に実施予定の、本事業全体での実施内容について、具体的かつ定量的に記載すること。

	【A1 …】
事業期間全体での、各要素技術／システムの目標について、具体的かつ定量的に記載すること。（以下同様）
	
各実施項目の応募時の準備状況（既存の類似技術との比較等）について、具体的かつ定量的に記載すること。（以下同様）
	
各実施項目の令和２年度の目標について、具体的かつ定量的に記載すること。（以下同様）
	
事業期間全体及び令和２年度に実施予定の、各項目内容について、具体的かつ定量的に記載すること。（以下同様）

	【A2 …】
	
	
	

	【A3 …】
	
	
	

	【A4 …】
	
	
	

	【A5 …】
	
	
	

	【B …】
	
	
	




	
※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	　

	＜補助事業に係る浮体式洋上風車の概要・特徴、事業実施場所及び実施体制＞　

	(1) 現在予定している補助事業に係る浮体式洋上風車の仕様・性能・特徴等について、概略図及び表等を使用して説明すること。
 (2) 開発目標となる機器・システム全体について、次の内容を具体的に記載すること。①システムフローや概念図、研究施設・実証場所、②コスト目標や開発スケジュールに関するリスク、③危険性や安全対策に関する留意事項、④各種要素技術を機器・システムや地域モデルとして統合した場合の適合性や課題。
 (3)本事業の実施体制について、各実施者が実施する事業内容及び分担業務等を、関連した分野の知見・過去の業績とともに図表を用いて簡潔に記載すること。また、各種法令に基づく区域を利用する場合、当該区域の管理者と調整しているかどうかも記載すること。
※ 枠内に下記の例のとおり、適宜図表を挿入して構わない。ただし、図等をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努力すること。。
※ 論理的かつ簡潔な記述を心掛け、冗長な記述は避けること。また、高度な専門用語や特定の分野で用いる略号・略称には、必ず注釈を入れること。
※ 枠内に下記のとおり、適宜図表を挿入して構わない。ただし、図等をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努力すること。
（記入例）（総括、対象地域、等）
対象地域として適した○○地区をフィールド
（Ａ）
（Ｂ）
代表者
共同実施者
（Ｃ）
（Ｄ）
共同実施者
協力者
（調査の検討・実施）
○○分野について○年間の業務実績あり
（システム開発の検討・実施）
○○分野について○年間の業務実績あり
















表　事業実施区域に該当する法令
	該当する法令
	調整先
	調整状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	




	※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜モデルの事業化・普及の見込み＞

	(1)提案事業で構築しようとするモデルの事業化の見込み時期及び事業化に至るまでに必要なステップ（水平展開に関する検討状況や課題等）を記載すること。
(2)本事業で構築されたモデルが普及する見込みについて、どのような手法等で普及を試み、その結果どのような地域での普及が見込まれるかを記載すること。



















































	
※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜ＣＯ２削減効果＞

	（1）提案事業において2030年度に期待されるCO2削減効果を詳細な計算根拠（仮定した性能等）及び出典とともに記載すること。 
	






















	＜本事業の実施場所及び事前準備状況について＞

	(1) 本事業の実施場所についての概要、地元調整状況、本事業を実施することが適している場所である理由等を記載すること。必要であれば図や表を用いること。
(2) 本事業へ応募するに当たって実施した事前の調査検討や前段階となった取り組みや事業等について、その技術開発・実証（調査）資金制度名、技術開発・実証（調査）課題名、概ねの技術開発・実証（調査）経費額、技術開発（調査）の内容、得られた成果、中間評価、事後評価の結果等を具体的かつ簡潔に記載すること。また、関連技術開発・実証（調査）等（技術開発・実証（調査）の連携や成果の共有等、関係の大きい技術開発・実証（調査）等）についても、同様に記載すること。
（例）「○○に関する調査業務」（○○省○○制度、2008-2010、約○○百万円／年）において、○○の調査を行い、事後評価の結果はA評価であった。今回の事業では、そこで得られた情報・知見等をベースに、○○の観点から…　。



















	
※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜本事業以外の国の制度（事業）からの資金援助の有無と本事業との関連性（申請中を含む）＞　

	（1）事業実施の代表者が中心になって事業を実施しているもので、現在別の助成制度による助成を受けているか、申請中のものがあれば、①助成等の制度名、②事業の概要、③事業期間、④金額（直近の単年度あたり）、⑤関連性のある事業の場合に本提案とどう仕分けされるのか⑥本事業代表者のエフォートを記入すること。
(例)
○○省○○制度、「○○を行うもの」、2016-2018、約○○百万円／年、エフォート○○%、○○を事業目的としており、本提案とは△△の点で関連性があるものの、上記事業は主に□□を対象としており、今回の提案は▲▲を対象としていることから仕分けされるものである。
（2）正しい報告が行われなかった場合は、採択を取り消すことがある。

	＜実施計画＞

	
　（記入例）

	項目
	補助対象
	概要
	R2年度
(2020)
	R3年度
(2021)
	R4年度
(2022)
	R5年度
(2023)

	調査・計画策定・許認可等
	○

○

〇
	○○調査

計画策定

許認可
	
	
	
	

	設計
	○

―

	概要設計

詳細設計

	
	
	
	

	関連設備調達等
	―
	○○設備


	
	
	
	

	建造・施工
	―

―
	建造

施工
	
	
	
	





















· 費用内訳とスケジュールの対応がわかるように記載すること。
浮体式洋上風車の設計・建造スケジュールとともに、補助対象経費に係る作業スケジュールの詳細をわかりやすく記載すること。
















	※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を
記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜経費所要額（本事業の実施に必要な金額を記載すること）＞

	
(1) 提案に応じて、補助事業費を記載のこと。また、課題の実施期間を通して、事業計画に即した経費を年度毎に記載のうえ、全体の所要額を合計の欄に記載すること。
(2) 翌年度の事業費は当該欄に記載の金額を基本の額とする。採択決定後に変更する場合は、原則として年度末に申請書を評価委員会に提出し承認を得る必要がある。
(3) 年度毎の要求額が単年度の予算額の上限を超えないように注意すること。


　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（金額単位：千円） 
	年度
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	合計

	①補助事業に要する経費
	
	
	
	
	

	②補助対象経費
	
	
	
	
	

	③補助金所要額（2/3以内）
	
	
	
	
	




	＜資金調達計画＞

	補助事業者名：●●●（共同申請の場合は、事業者毎及び合計額の資料をそれぞれ作成）

	項目
	R2年度
(2020)
	R3年度
(2021)
	R4年度
(2022)
	R5年度
(2023)
	合計（円）
	備考

	補助金（円）
	
	
	
	
	
	

	自己資金（円）
	
	
	
	
	
	

	借入金(円)
	
	
	
	
	
	

	合計（円）
（補助事業に要する経費）
	
	
	
	
	X
	












1. この合計値(X)は補助事業に係る浮体式洋上風車の価格と検証等に係る費用の合計とすること。
2. １円未満は切り捨てとすること。
3. 日本円で記載すること。






（備考）
· 補助対象経費に関して、外国企業からの物品調達等において外貨での支払いが想定される場合は、換算レート（換算レートは、合理的根拠に基づいた、適切なものを使うこと。また、証憑書類を添付すること）、換算前の外貨の額等について記載すること。
· 申請に係る処分制限財産を取得し、又はその効用を増加させるために必要な資金を調達し、処分制限財産に対する抵当権その他の担保権の設定を予定する場合にあっては、当該内容を併せて記載すること。











[bookmark: _Toc351058183]
添付　補助事業費（補助対象経費）及び補助対象外経費、補助金所要額の内訳

補助事 業 名：○○○○○○○○○○○
補助事業者名：●●●（共同申請等の場合は、全体の資料に加えて申請事業者毎の内訳資料を作成）
	
	区分
	R2(2020)年度
	R3(2021)年度
	R4(2022)年度
	R5(2023)年度
	小計（円）

	補助対象経費
	設備費
	小計
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	技術毎に内訳を記載
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	業務費
	小計
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	技術毎に内訳を記載
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	検証等費
	小計
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	適宜内訳を記載
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	
	
（）内は補助金所要額
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	
	小計（円）
	
(　　　　　)
	

	
	
	
(　　　　　)

	補助対象外経費
	

	
	
	
	

	消費税（円）
	

	
	
	
	

	合計（円）（補助事業に要する経費）
	

	
	
	
	


内訳について、行は適宜追加すること。
（）の補助金所要額は、2020年度分のみ記載すること。







※本頁は原則として１頁に収めること。
	
補助事業　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）　　　
	
	<事業代表者氏名>
	

	＜技術開発・実証経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	①本工事費(1)直接工事費
	(2)間接工事費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	１

	＜材料費＞　　　　　　　　　　　計
	
	＜共通仮設費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	＜労務費＞　　　　　　　　　　　計
	
	＜現場管理費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	＜直接経費＞　　　　　　　　　　計
	
	＜一般管理費＞　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	直接工事費合計
	
	間接工事費合計
	

	
	補助金所要額（直接工事費合計×2/3）
	
	[bookmark: _GoBack]補助金所要額（間接工事費合計×2/3）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。

※本頁は原則として１頁に収めること。
	補助事業　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）　　　
	
	<事業代表者氏名>
	

	＜技術開発・実証経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	②　付　帯　工　事　費
	③　機　械　器　具　費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	１
	　　　　　　　　　　計
	
	＜消耗品費＞　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	付帯工事費合計
	
	機械器具費合計
	

	
	補助金所要額（付帯工事費合計×2/3）
	
	補助金所要額（機械器具費合計×2/3）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。

※本頁は原則として１頁に収めること。
	補助事業　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）　　　
	
	<事業代表者氏名>
	

	＜技術開発・実証経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	④　測　量　及　試　験　費
	⑤　設　備　費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２
	　　　　　　　　　　計
	
	　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	測量及試験費合計
	
	設備費合計
	

	
	補助金所要額（測量及試験費合計×2/3）
	
	補助金所要額（設備費合計×2/3）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。

※本頁は原則として１頁に収めること。
	補助事業　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）　　　
	
	<事業代表者氏名>
	

	＜技術開発・実証経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	⑥　業　務　費
	⑦　検　証　等　費

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２
	　　　　　　　　　　計
	
	　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
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	業務費合計
	
	検証等費合計
	

	
	補助金所要額（業務費合計×2/3）
	
	補助金所要額（検証等費合計×2/3）
	


※１ 費目及び細分については、公募要領中「５．応募に当たっての留意事項」の<補助事業の経費の区分>によること。
※本頁は原則として１頁に収めること。
	補助事業　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）　　　
	
	<事業代表者氏名>
	

	＜技術開発・実証経費（補助対象経費）の明細＞※１

	年度
	⑧　事　務　費
	

	
	事　　　項
	金　額
	事　　　項
	金　額

	２
	　　　　　　　　　　計
	
	　　　　　　　　　　計
	

	
	【主な内訳】
	
	【主な内訳】
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	事務費合計
	
	
	

	
	補助金所要額（事務費合計×2/3）
	
	
	




	

※本頁が複数ページにわたる場合は、本ページ同様、右上に代表者氏名を記してください。
	<事業代表者氏名>
	

	＜論文・特許等の知的財産権・その他実績＞ 

	事業実施者
	論文タイトル・著者名等
	備考

	
	(1) 本事業実施者毎に別紙にせず、各本事業実施者の業績を続けて記載すること。なお、本項目は１頁におさめること。
(2) 本事業の特性や最終的な機器・システムの実現性に関する近年の重要な発表論文（査読のあるものに限定）又は特許等の知的財産権について記載し、本事業との関係性について説明すること。
(3) 本事業実施者毎に、直近のものから過去に遡って、上から順に記載すること。
(4) 論文（査読のあるものに限定）の場合、著者名、論文タイトル、雑誌名、発表年、巻・号、ページの順を基本とすること。
(5) 書籍の場合、著者名、書名、出版社、発行年の順を、基本とすること。特許等の知的財産権の場合はこれに準じること。
(6) 著者名が４名以上の場合は、et al.をつけ、その他の共著者名を省略しても構わない。
(7) 特許等の知的財産権については、取得又は出願済みのものについて記載すること。記載できる範囲内での記載としても構わない。
(8) 論文、特許等の知的財産権の他、関連業務の官公庁・民間等における採用・導入実績等（論文・特許等の知的財産権がない場合はとりわけ）についても記載すること。
	

	＜その他参考資料＞

	　　
本事業に関する参考資料は概要資料に掲載することを基本とする。関係の薄い資料の掲載は避けること。
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